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＇ストック平均効率（

＇設置容量（

省エネ建築物

業務用電気機器

照明

2020 2050

56%

2005

0%

100

100

太陽光発電※

＇新築に占める割合（

義務化基準相当

推奨基準相当

＇ストック平均効率（

ゼロエミッション
建築物

＇ストック平均（

総合的な環境基本性能基準の設定・義務化＇環境性能表示制度（

 トップランナー機器の継続的見直し
 CO2削減実績の見える化と開示＇排出削減計画策定の推進（
中小事業者/中小建築物の管理・運用の効率化支援

建物用途別の省エネ対策支援

現
状
・
対
策
・
目
標

主な施策

＜導入すべき対策＞＇一部を抜粋（ ＜将来の姿＞＜現状の姿＞

計 100%
＇うち推奨基準20～50%（

126～139

167

1,850～2,550万kW

＇普及率（BEMS － 30%～40%

30万kW

※ 建築物以外に設置される機器＇メガソーラー等（を含む値。

2050年 建築物のゼロエミッション化（ストック平均）に向けた対策・施策

対策・施策＇建築物（
住宅・建築物ＷＧ



ゼロエミ住宅補助

2010 2020 20501990

住宅・機器性能の向上

導入目標

◆経済的措置

省エネ住宅・ゼロエミ住宅の普及支援

◆リフォーム推進支援
（信頼性確保）

◆中小工務店の技術力向上
支援

行

程

表

トップランナー機器制度（基準の継続的見直し）

講習会・研修会等の開催

公共施設の省エネ化における設備・機器等のコスト低減, 普及促進

2012 2015 2030
新築住宅で
次世代基準＆
義務化基準70%
推奨基準30%

ゼロエミ住宅
ストックで100%

新築住宅で
ゼロエミ住宅 100%

新築住宅で
次世代基準30%

ゼロエミ住宅の
普及開始

◆規制導入

（環境基本性能基準の義務
化）

次世代基準又は義務化基
準の新築時義務化

住宅トップランナー制
度

省エネ基準の
新築時義務化

◆総合的な環境基本性能
基準の設定

次世代省エネ基準 義務化基準/推奨基準
（省エネ機器との統合）

ゼロエミ基準（創エネルギー必須化）

◆トップランナー機器 原単位方式見直し（機器別総量基準など）

標準化・規格化

住宅性能向上

省エネパッケージ補助

税制・優遇融資等支援確立金利優遇等 非省エネ住宅に対するディスインセンティブ

◆コスト削減

太陽光発電の固定価格買取制度

許可・登録制度見直し

評判情報提供制度

Webサイト開設

地域を中心とした省エネ住宅モデル事業・ゼロエミ先進住宅事業

公共住宅や補助対象住宅等の省エネ住宅化・ゼロエミ住宅化（新築・改修）

自治体による
地域省エネ住宅
建設の支援

流通・施工業
者への支援

パッシブ考慮

高効率給湯器、創エネ機器（太陽光/熱･地中熱･ﾊﾞｲｵﾏｽ等）

機器普及 グリーン家電購入の補助制度など（継続）

住宅性能の見える化とCO2排出削減行動の推進
◆見える化によるCO2排出

削減実績把握と開示

◆見える化によるCO2排出削減
行動の推進

ライフスタイルの低炭素化（地球温暖化対策税、環境教育、サマータイム検討等）

見える化効果の検証
機器設置
の標準化

太陽光発電 2,450万kW
太陽熱温水器 1,000万台

太陽光発電 114万kW
太陽熱温水器 350万台

ゼロエミ住宅
講習会

ゼロエミ住宅の
自律的普及

地域特性に応じた住宅の普及

住宅履歴情報・
診断情報の取得

設計者・技術者研修

削減量に応じたインセンティブ付与
（非省エネ住宅に対するディスインセンティブ）

見える化機器の設置普及

住宅・GHG診断制度普及
NEB（省エネの波及効果）
認知度向上策

住宅・GHG診断の専門家の育成

既存住宅の
省エネ化推進

拡大・強化

住宅・ＧＨＧ診断の
専門家育成計画

消費実態の測定･開示の推進

◆環境基本性能表示の義務付け 住宅ラベリング制度
新築住宅
表示義務付

既存賃貸住宅
流通時表示義務付

既存住宅
売買時表示義務付

簡易総合評価手法（CASBEE等）普及

省エネ住宅購入・改修の補助制度（継続）,省エネ住宅促進税制

新基準

計測・検証・制御システム(HEMS、省エネナビ、スマートメータ等（の整備
［すべての世帯が自分の排出量を把握］

エネルギー面的利用（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与、規制見直し、ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ活用等）

対策を推進する施策
* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策

改修50万戸/年

CAFE(企業平均効率)

資産価値に反映させる仕組み

ゼロエミ基準の新築時義務
化

ライフサイクルカーボンマイナス（LCCM）・木材利用の推進
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2020 2030

新築建築物で
ゼロエミ建築100%

2010 20501990

建築物性能の向上

導入目標

◆経済支援

省エネ建築・ゼロエミ建築の普及支援

◆中小建設業者の技術力
向上支援

行

程

表

省エネ基準の達成の義務化

トップランナー機器制度（基準の継続的見直し）

補助金等（新築/改修）

講習会・研修会等の開催

公共施設の省エネ化・ゼロエミ化による機器等の普及促進

2012 2015

H11基準、又は義務化基準の
新築時義務化

建築物トップランナー制度
省エネ基準の
新築時義務化

◆総合的な環境基本性
能の設定

H11基準 義務化基準／推奨基
準

ゼロエミ基準（創エネルギー必須化）

◆トップランナー機器

CAFE(企業平均効率)

原単位方式見直し
（機器別総量基準など）

標準化・規格化

税制・優遇融資等支援策
金利優遇等

学校・庁舎

地域を中心とした省エネ建築モデル事業

自治体による
地域建設業の
支援

新築建築物で
H11基準＆
義務化基準50%
推奨基準50%

ゼロエミ建築
ストックで100%

新築建築物で
H11基準85%

エネルギー面的利用（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与、規制見直し、ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ活用等）

パッシブ考慮

中小流通・施工業者等への支援

空調、創エネ機器（太陽光/熱･地中熱･ﾊﾞｲｵﾏｽ等）

業務部門の見える化とCO2排出削減行動の推進
◆事業者・事業所への

CO2排出削減取組の促
進

◆モニタリングによる
CO2排出削減実績の
把握 見える化機器の設置普及

ワークスタイルの低炭素化（温暖化対策研修、環境生涯教育、サマータイム制検討 等）

見える化効果の検証

機器設置
の標準化

◆データ公表等による
CO2排出削減行動の推

進

算定・報告公表制度の拡充（対象の拡大、公表データの拡充 等）

排出削減計画の策定義務化

太陽光発電 2,500万kW
太陽熱温水器 196万m2

新築建築物で
推奨基準15%

太陽光発電 115万kW
太陽熱温水器 34万m2

照明・機器

ゼロエミ建築の自
律的普及

ゼロエミ建築
講習会

運用・管理の高度化（BEMS普及、
ESCO、コミッショニング）

自律的普及

ライフサイクルCO2改善

国内排出量取引制度

既存建築物の
省エネ化推進

◆環境基本性能表示の
義務付け 簡易総合評価手法（CASBEE等）普及

新築建築物
表示義務付

既存建築物
流通時表示義務付

テナント契約時
表示義務付

ゼロエミ住宅、ゼロエミ建築の海外展開◆海外展開

ゼロエミ建築補助省エネパッケージ補助

非省エネ建築に対するディスインセンティブ

太陽光発電の固定価格買取制度

H5基準

計測・検証・制御システム(BEMS等（の整備 ［すべての事業者・事業所が自分の排出量を把握］

対策を推進する施策
* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策

改修1%/年

資産価値に反映させる仕組み

◆規制導入

（環境基本性能基準の義務
化）

排出抑制等指針の活用
地球温暖化対策税

建築物環境基本性能ラベリング制度
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○運輸部門は、我が国のCO2排出量の2割を占め、 2008年度の排出量は1990年から8.3％増加。この内の約9割は

自動車から排出されており、十全な対策が必要。

○2009年から導入されたエコカー普及策＇エコカー減税、エコカー補助金等（の効果もあり、ハイブリッド乗用車の販

売台数が急増。さらに2010年には、電気自動車の本格的販売が予定されるなど、次世代自動車の市場は広がり

つつあるが、依然として、市場に投入されたモデル数はわずかしかない段階。自動車保有台数＇約7,500万台（に占

める次世代自動車の割合は未だ2％程度＇約130万台（に留まっている。

○また、自動車単体の燃費改善が進む中で、依然として実走行燃費は販売モード燃費と差があり、その差を縮小さ

せる対策が必要。

○これらの現状を踏まえて、自動車分野における大幅なCO2削減のためには、次世代自動車の更なる普及等によ

る自動車単体の低炭素化に加えて、エコドライブ等の自動車利用の低炭素化への一層の取組など、自動車分野

全体としての低炭素化を進めていくことが必要である。

 すべての車格、用途で、優れた環境性能を有する次世代自動車等、様々な車格・用途に応じて優れた環境性能

を有する次世代自動車等の導入

 環境負荷に応じたきめ細かな税制等による総合的な燃費改善の促進

 エコドライブやEVカーシェアリングによる自動車利用の低炭素化

 次世代自動車の普及と従来車の燃費改善により、乗用車燃費改善率の約65%向上＇自動車販売台数の2台に1台が

次世代自動車相当（ ＇2020年（

 自動車利用者の約3割が効果的なエコドライブを実施し、都市部人口の1%がカーシェアリングを利用＇2020年（

 すべての車格、用途で、優れた環境性能を有する次世代自動車等の選択可能に＇長期目標（

◇現状と課題

◇低炭素社会構築に向けてのキーコンセプト

◇長期・中期のための主要な対策の目標

現状・課題/キーコンセプト/目標

28
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自動車分野を取り巻く現状 <国内> 

• ハイブリッド自動車や電気自動車、燃料電池車といった低炭素型の次世代自動車の開発が進み、
普及が本格化している。特に、2009年から導入されたエコカー普及策＇エコカー減税、エコカー補助

金（により、ハイブリッド自動車の販売台数が急増しており、次世代自動車の市場は確実に拡大し
ている。

• しかし、販売台数が急増したのは一部のモデルのみであり、国内の自動車保有台数＇約7,500万台
（に占める次世代自動車の割合は未だ2%程度＇約130万台（にとどまっており＇2010年10月現在（、
次世代自動車の更なる普及を図ることが必要である。

○次世代自動車出荷台数・割合○ 次世代自動車の開発・普及状況

出典：各社HP等を基に環境省で作成 出典：日本自動車工業会HP「低公害車出荷台数」を基に環境省で作成
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自動車分野を取り巻く現状 <海外> 

○世界の自動車市場の概要（販売）

• 先進国の自動車市場のシェアが相対的に縮小する一方で、新興国市場のシェアが拡大している。

日米欧の先進国では、地球温暖化対策の観点から電気自動車等、次世代自動車の需要が高ま
り、中国やインドをはじめとする新興国市場では、人口増加、所得拡大によるモータリゼーション

の進行による低価格車の需要拡大が見込まれる。さらに、中国では国策として電気自動車の導

入に注力するなど、次世代自動車の需要も急速に高まりつつある。

• 2009年5月にオバマ大統領がより厳しい自動車燃費基準を課す計画を発表する等、日米欧の先

進国で燃費規制・CO2排出規制が順次強化されてきており、今後も継続される見通しである。

出典：FOURIN「世界自動車統計年刊2009」

⇒我が国の最大の強みである環境技術の強化を図り、次世代自動車等の普及と合わせて従来
車の更なる燃費改善に向けた官民一体の取組が必要。

＇⇒（出典：(日本)改正省エネ法省令及び告示、
(欧州)EC443/2009、(米国)EISA/CAFEを基に環境省で作成

○日米欧の燃費・CO2に係る規制等

日本 米国 欧州

制度
燃費基準

＇軽量車2007年改定（
＇重量車2006年改定（

燃費規制
＇2009年改定（

CO2排出規制
＇2009年改定（

規制
対象

販売新車 販売新車の企業平均
燃費(CAFE)

欧州内初登録新車の
企業平均CO2排出量

対象車
軽量車(乗用・貨物)
重量車(貨物・バス)

軽量車(乗用・貨物) 軽量車(乗用・貨物)

基準値

◎2015年度に乗用車全

体の平均燃費を
16.8km/L(JC08ﾓｰﾄﾞ)＇04
年比約24%改善（

◎2020年度燃費基準に
ついて現在検討中。

◎2016年までに企業平
均燃費37.8mpg
＇16.1km/L相当、10年比
約38%改善（

◎2012年から段階的に
開始され、2015年までに
企業平均CO2排出量
120g/km※1＇17.6km/L相
当、08年比約22%減（。
2020年までに95g/km※2 

＇08年比約38%減（

※1 車両やエンジンの改良等、自動車メーカーが直接担う目標は130g/km。それ以外の
技術改良＇タイヤ性能向上、エアコン効率改善等（で10g//km。

※2 詳細は未決定。 30
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小型・普通乗用車

日当り走行距離＇ｋｍ（

車両総重量

100 200 300 400 500 1000

1ｔ

2ｔ

10ｔ

15ｔ

25ｔ

長距離普通トラック＇運送業（

観光バス

中距離普通トラック

小型トラック

軽乗用・トラック

路線バス

小型バス

普通トラック＇自家用（

ガソリン車
(E10対応)

都市内HV、
都市内NGV

HV、PHV

EV

長距離HV

2040年～2050年

水素FCV 中距離NGV

ディーゼル車
(B20対応)

都市間高速バス

小型乗用車
＇コミュニティカー（

自動車分野において目指す将来像（2050年）

・ あらゆる車格で次世代自動車等の環境性能に優れた自動車を選択できることで、新車販売の大部分＇約90％（が次
世代自動車等となり、低炭素・低公害な自動車が大量に普及。

・ エコドライブの浸透やカーシェアリングの拡大による自動車利用の効率化が進むことにより、自動車からのCO2排出
を最小化。

・ 副次的な効果として、
①次世代自動車等の普及やエコドライブの実践により、CO2だけでなく、NOx、PMなどの大気汚染物質の削減や、

騒音の低減、ヒートアイランド現象の緩和等が期待できる。
②カーシェアリングや先進的なITS技術＇高度道路交通システム（ ※の本格的な普及により、渋滞の緩和や交通流

の円滑化が、また、エコドライブの実践により事故率の低減が期待でき、安全で快適なドライビングが可能に。

○ 2040～2050年における次世代自動車等の市場展開

CO2削減
大気汚染
物質削減

騒音低減

○主要な副次的効果

エコ
ドライブ

次世代自動車
の普及

先進的ITS
の普及

カーシェアリ
ングの普及

出典：環境対応車普及戦略＇2010.3、環境省（

排熱減尐

事故の
減尐

渋滞の
緩和

EV：電気自動車
HV：ハイブリッド自動車
PHV：プラグインハイブリッド自動車
FCV：燃料電池車
NGV：天然ガス自動車
E10：バイオエタノール10%混合ガソリン
B20：バイオディーゼル20%混合軽油

※自動車に通信システムを組み合わせてインターネットにつなぎ、渋滞情報をリアルタイムで提供し最適なルートの案内する機能、実際

の運転情報をもとにしてエコドライブを指導する機能等を備えるシステム。
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